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《要 点》  

 
◆ トランプ米大統領は、2026 年５月 14〜15 日に北京で習近平国家主席と会談する予

定である。米大統領の訪中は 2017 年 11 月以来、約８年半ぶりで、今回の会談は

2026 年の米中首脳外交の前半戦に位置づけられる。今回の北京での会談（北京会

談）の注目ポイントとして、以下、①通商分野（関税・輸出管理をめぐる休戦の延

長と、米国産農産品・エネルギーの対中輸出拡大）、②技術・重要鉱物分野（米国

の対中技術規制と中国の希土類輸出管理）、が挙げられる。 

 

◆ 通商分野において、関税面の論点は既存関税の水準、凍結期限、例外措置の管理で

ある。中国側の希土類関連輸出管理の停止期限や例外運用も論点となる可能性があ

る。一方、エネルギー面では、中東情勢の悪化、ホルムズ海峡の通航制約、イラン

産原油への依存が、中国の調達先分散の必要性を高めている。このため、米国産原

油・天然ガスの購入拡大は、米国にとって輸出拡大の成果となり、中国にとっても

調達安定化の選択肢となり得る。 

 

◆ 技術・重要鉱物をめぐっては、米国の対中技術規制と中国の希土類輸出管理が主要

な交渉材料であり続ける。釜山会談後、一部措置は停止・緩和されたが、全面解除

ではない。北京会談で確認すべき点は、希土類供給の安定化、技術輸出規制の一部

運用調整、貿易・投資管理メカニズムの設計・検討などである。また、AIに関する

対話の可能性も報じられている。 

 

◆ 以上のような議論が予想されるが、今回の北京会談は、包括的な妥結ではなく、限

定的な休戦延長を確認する場となる公算が大きい。一方で、台湾問題、先端半導体

規制、中国企業への制裁、対米投資制限をめぐる対立は残るだろう。米中関係を一

気に好転させる場というより、摩擦を一定範囲に封じ込めるための危機管理の機会

としてみるべきである。 
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1．会談の背景 

トランプ米大統領は、2026 年５月 14〜15日に北京で習近平国家主席と会談する予定である。米大

統領の訪中は、トランプ氏自身による 2017 年 11 月以来８年半ぶりとなる。日程は当初３月末から

４月初めで調整されていたが、イラン攻撃への対応を理由に延期された。米国側は、訪中後の習夫

妻のワシントン招請にも言及しており、今回の会談は 2026年の米中首脳外交の前半戦に位置づけら

れる。 

会談は、2025年 10月 30日に韓国・釜山でこぎつけた「休戦」の延長線上にある。釜山合意では、

米国が対中フェンタニル関税の 10％ポイント引き下げと相互関税の上乗せ停止の 2026 年 11 月 10

日までの延長を約束した。中国側は、2025 年 10 月９日に発表した希土類関連輸出管理措置などを

2026 年 11月 10日まで一時停止することに加え、米国側発表によれば、希土類、ガリウム、ゲルマ

ニウム、アンチモン、黒鉛について米国のエンドユーザー向けの一般許可を発給することとなった。

また、中国は米国産大豆の購入拡大にも応じた。ただし、関税・輸出規制は期限付きの停止・緩和措

置であり、米中間の構造的対立は未解決のまま残る。 

３月 15〜16日、フランス・パリで、米国のベッセント財務長官、グリア通商代表（USTR）、中国

の何立峰副首相らによる米中経済・貿易協議が行われた。協議は、首脳間の共通認識を踏まえた経

済・貿易対話の継続と位置づけられ、関税措置、貿易の促進、既存の協議合意の維持などが議題とな

った。双方は、経済・貿易を促進する協力メカニズムの設置を検討することでも一致した。さらに、

４月７日のハドソン研究所での発言で、グリア氏は、パリ協議で希土類の供給安定化策を議論し、

政府間の“U.S.-China Board of Trade（米中貿易委員会）”のような仕組みについても話し合った

と説明した (Hudson Institute [2026])。 

台湾問題は中国側の重要な論点である。米国は釜山会談後の 2025 年 12 月に総額 111 億ドルの対

台湾武器売却を決定した(外交部[2025])。ロイター報道によれば、中国は米国に対し、台湾独立を

「支持しない」から「反対する」へと表現を強めるよう求めているとされる1。ただし、米国家情報

長官室（ODNI）は 2026 年３月の年次脅威評価で、中国指導部は現時点で 2027 年の台湾侵攻計画を

持たず、統一に向けた固定的なタイムラインも持たないとの認識を示した（Office of the Director 

of National Intelligence [2026]）2。 

以上の政治・安全保障上の制約に加え、マクロ環境も米中双方に摩擦拡大を避ける誘因を与えて

いる。IMFの 2026年４月見通しでは、米国経済は 2.3％、中国経済は 4.4％の成長が見込まれている

(International Monetary Fund [2026])。イラン情勢によるエネルギー価格の上昇、世界的なイン

フレ圧力といった不確実性は、米中双方にとって大規模な摩擦を避ける誘因となる。 

ただし、イラン情勢に伴う米国側の準備の遅れや閣僚級の事前訪中見送りなど、北京会談に向け

たプロセス上の制約も指摘されており、北京会談は包括的な妥結ではなく、限定的な成果を通じた

休戦延長が中心となるだろう。中国側は台湾への武器売却も自制を求めるとみられ、一つの中国政

策に関する米国側の立場についても何らかの言質を引き出すことを期待しているとみられる。その

 
1 Slodkowski, Antoni, and Ben Blanchard [2026]. “Taiwan tops Beijing’s agenda for Trump-Xi summit,” Reuters, April 29

（https://www.reuters.com/world/china/taiwan-tops-beijings-agenda-trump-xi-summit-2026-04-29/) 
2 米国家情報長官室は 2026 年３月の年次脅威評価で、中国指導部が現時点で 2027 年に台湾侵攻を実行する計画を持たず、統一

に向けた固定的なタイムラインも持たないと評価した。ただし、これは台湾有事リスクの低下を意味するものではない。ODNI は

同時に、中国が可能なら武力を使わずに統一を進めたいと考える一方、人民解放軍は台湾奪取や米軍介入の抑止・撃破に必要な能

力を整備し続けていると指摘している。 
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ため、会談で注目すべきは、米国の対台湾表現、武器売却、軍事的関与をめぐる対立をどの範囲で管

理できるかである。したがって、今回の会談では、関税、技術規制、エネルギー、台湾問題を含む複

数の摩擦要因をどこまで管理できるかが焦点となる。 

2．通商 

通商面では、米国産農産品・エネルギーの対中輸出拡大の可能性が注目される。米国側の関税政

策は最高裁判断により IEEPA を根拠とする追加関税の発動に制約を受けており、関税圧力を一方的

に高め続ける余地は狭まっている。他方、中国側も、イラン情勢による中東エネルギー輸送の不安

定化を受け、エネルギー輸入先の分散を進める必要に直面している。このため、米国産農産品・エ

ネルギーの購入拡大は、米国にとっては対中輸出拡大策であると同時に、中国にとっても供給を補

完し、安定化させる選択肢となり得る。 

（1）関税構造の現状 

米国の対中輸入関税率は、ピーターソン国際経済研究所（PIIE）の貿易加重平均で見ると、第１

次トランプ政権期に大きく上昇し、バ

イデン政権下でも高水準で維持され

た。第２次トランプ政権発足後は、相

互関税などの発動により一時的に急騰

したが、2025年５月のジュネーブ協議

と 10月の釜山会談を経てピーク時から

低下した。ただし、釜山会談後も米中

双方の関税率は第１次トランプ政権以

前を大きく上回っており、貿易戦争の

構造そのものが解消されたわけではな

い（図表１）。 

釜山会談後に示された協議の成果は、

包括的な合意というより、期限付きの休

戦であった。米国は対中フェンタニル関

連関税の 10％ポイント引き下げと、相互

関税の上乗せ分の停止延長を約束した。

他方、中国側も、希土類関連輸出管理措

置の一時停止や米国産大豆の購入拡大

に応じた3。ただし、10％の相互関税は残

存し、各措置も期限付きの停止・緩和に

とどまった。 

この休戦の背景には、2025 年に入り、関税引き上げと対抗措置の応酬が米中間のモノの貿易を急

速に縮小させる一因となったことがある。米国勢調査局の月次データでは、2025 年４月以降、米国

 
3 米国側発表。 

（図表１）米中間の貿易加重平均関税率の推移 

 

（資料）Bown [2025]より日本総合研究所作成 

（注）関税率は PIIE による貿易加重平均。米国の対中平均関税率は中国

からの輸入に課される平均関税率、中国の対米平均関税率は米国からの輸

入に課される平均関税率を示す。 
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の中国からのモノの輸入は

前年同月を大きく下回る水

準で推移した。その後に公表

された通年統計でも、USTR に

よれば、2025年の米国の中国

へのモノの輸出は 1,063億ド

ルと前年比 25.8％減少し、中

国からのモノの輸入も 3,084

億ドルと同 29.7％減少した。

これにより、米国の中国に対

するモノの貿易赤字は 2,021

億ドルと同 31.6％縮小した。

さらに、米国のモノの輸入全

体が増加するなかで中国か

らのモノの輸入は大きく減

少したため、対中輸入が米国

のすべてのモノの輸入に占

める比率も、 2024 年の約

13.3％から 2025年には約 9.0％へ低下した。したがって、2025年には米中間のモノの貿易が量的に

も相対的にも縮小したといえる（図表２）。 

もっとも、2026年に入ると、米国側の関税政策をめぐる環境も変化した。2026 年２月の米連邦最

高裁判決は、IEEPAが大統領に関税を課す権限を与えていないと判断した。このため、中国側にとっ

ては、相互関税について米国から交渉上の譲歩として引き出す重要性は低下した。むしろ焦点は、

その他の法令に基づく関税措置の対象範囲、新規発動リスクなどをどこまで抑えられるかに移って

いる（Supreme Court of the United States [2026]）。 

（2）エネルギー購入が注目点 

通商面では、包括的な関税撤廃よりも、米国産農産品の購入継続、米国産原油・天然ガスを含むエ

ネルギーの対中輸出拡大、希土類供給の安定化といった個別項目の調整が焦点となる4。グリア USTR

代表は４月、米中関係について、高関税が残る一方で中国産希土類へのアクセスが維持される「安

定」状態にあると説明しており、北京会談でも、この安定をどう維持するかが焦点となる(Hudson 

Institute [2026])。 

なかでもエネルギーは、イラン情勢を背景に注目度が高まっている。中国は世界最大の原油輸入

国であり、2025 年の原油輸入は日量約 1,160 万バレルに達した。コロンビア大学世界エネルギー政

策センターによれば、船舶追跡データなどに基づく推計を見ると、イラン・ベネズエラ・制裁対象ロ

シア企業に関連する原油などの「制裁関連原油」は日量 260万バレル超、総輸入の２割超を占めた。

米国の作戦対象となったイラン・ベネズエラからの供給だけでも約 15％に相当し、中国のエネルギ

 
4 もっとも、2020 年の第１段階合意では、中国側の購入約束はコロナ禍や過大な目標設定、関税戦争で毀損した取引関係などを

背景に十分履行されなかった。このため、新たな数値目標が示されても、達成が保証されるわけではない。 

（図表２）米国の中国に対するモノの貿易 201 -2025 年   

 

（資料）米 Census を基に作成 
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ー調達が地政学リスクや制裁強化の影響を受けやすい構造にあることを示している (Downs 

[2026a])。 

この構造の下で、米国・イスラエルとイランの軍事衝突、およびホルムズ海峡の実質的閉鎖・通航

制約は、中国のエネルギー安全保障上の制約を強めている。Kpler5は、ホルムズ海峡の実質的閉鎖に

より、中東湾岸からの原油・石油製品輸出が紛争前の日量約 1,500 万バレルから約 700 万バレルへ

低下し、世界の石油需給に深刻な供給制約が生じていると指摘している。中国はイラン産原油への

依存に加え、原油輸入の約 45％がホルムズ海峡を通過するなど海上輸送への依存度も高い。このた

め、米国産原油・天然ガスを含むエネルギーの購入拡大は、米国側の成果になると同時に、中国側に

とっても調達先分散を示す補完的な選択肢となり得る6(Kpler [2026])。 

もっとも、エネルギー購入の拡大は、米中通商対立の解消を意味しない。また、中国は大規模な原

油在庫を保有しており、Downs [2026b]によれば、Kayrros7の推計で 2026 年３月２日時点の在庫は

13.9億バレル、2025年水準の原油純輸入 120日分に相当するため、拙速に交渉する必要性はないと

みられる。 

3．技術輸出規制 

技術・重要鉱物面における北京会談の焦点は、米国が追加的な対中輸出管理をどこまで抑制し、

中国が希土類関連輸出管理の運用をどこまで緩めるかにある。米国は高関税と技術輸出規制を維持

しつつ、中国産希土類へのアクセス確保を重視している。中国側も希土類輸出管理を輸出禁止では

なく許可制として運用し、一部措置を期限付きで停止するにとどめている。したがって、双方とも

主要な交渉材料を完全に手放す状況にはない。 

米国の対中技術規制は、2018 年以降、エンティティ・リスト、外国直接製品規則（FDPR）、先端

半導体・半導体製造装置規制、対中投資規制などを通じて強化されてきた（図表３）。第２次トラン

プ政権下でも、技術規制の一部運用が交渉対象となっている。AI チップでも、NVIDIA H20 や AMD 

MI308 の対中輸出は、許可制への移行、一部販売再開、対中売上 15％の米政府納付という形で順次

調整された。一方、中国側は、2025年 10月に中国内の Nexperia製品輸出を制限し、欧米自動車サ

プライチェーンに圧力を加えた。 

（図表３）米中技術・重要鉱物輸出規制・対抗措置の推移（第１次トランプ政権以降） 

時期 主体 措置 内容 

2018 年８月 米 NDAA 2019 Huawei・ZTE などを政府調達から排除。 

2019〜2020 年 米 Huawei・SMIC規制 エンティティ・リストと FDPR で先端半導体供給制約。 

2022 年８〜10 月 米 CHIPS 法・半導体規制 国内支援と対中先端半導体規制を本格化。 

 
5 船舶位置情報や貨物流動データを用いて原油・LNG などの国際取引を分析するエネルギー・海運データ会社。 
6 Kpler のデータを引用した日本経済新聞によれば、中国向けタンカーが 2026 年 4 月に積み込む予定の米国産原油は、日量 60 万

バレル近くに達していた。 

・飛田臨太郎・八十島綾平[2026].「米中首脳が 5 月会談 トランプ氏、中間選挙にらみ米国産エネ購入協議」, 日本経済新聞電子

版, ３月 26 日（https://www.nikkei.com/article/DGXZQOCB264BX0W6A320C2000000/) 
7 衛星画像などを用いて原油在庫やエネルギーフローを推計するデータ分析会社。 
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時期 主体 措置 内容 

2023 年８〜12 月 中 重要鉱物規制 ガリウム、ゲルマニウム、黒鉛を輸出許可制へ。 

2023 年８月〜2025年１月 米 対中投資規制 半導体、量子、AI の対中投資を規制。 

2024年 12月 中 対米軍民両用品規制 米軍事用途向け輸出を禁止・厳格化。 

2025 年３月・９月 米 エンティティ・リスト追加 中国関連主体を追加指定。 

2025 年４月・10 月 中 希土類規制強化 中重希土類、関連技術・設備の管理を強化。 

2025 年４〜７月 米 H20など AI チップ規制 H20などを許可制化。その後ライセンス承認へ。 

2025年 10月 中 Nexperia 輸出禁止 Nexperia の中国拠点から輸出を禁止。 

2025年 10〜11 月 米中 釜山会談後の措置停止 米中が一部措置を期限付きで停止。 

2026 年１月 米 232条先端半導体関税 特定先端コンピューティングチップに 25％関税。 

2026 年３月 米 301条過剰生産調査 構造的過剰生産能力を調査対象化。 

（資料）Congressional Research Service [2025a]、Congressional Research Service [2026b]、Bureau of Industry and 

Security [2025a]、Bureau of Industry and Security [2025b]、中華人民共和国商務部・海関総署 [2025]、中華人民共和国商務

部 [2025]などを基に作成。 

釜山会談後に示された合意・実施措置では、輸出規制も一部停止・緩和の対象となった。米国側

は、中国のエンティティ・リスト掲載企業などに直接・間接的に 50％以上保有される非掲載関連会

社にも規制を自動適用するルールを１年間停止した。中国側も、2025年 10月９日に発表した希土類

関連輸出管理措置などを１年間停止し、ガリウム、ゲルマニウム、アンチモン、黒鉛などに関する対

米輸出管理強化措置の一部を停止した。さらに米国側発表によれば、中国は、希土類、ガリウム、ゲ

ルマニウム、アンチモン、グラファイトについて一般許可を与えることになった。これは相互に圧

力手段を残したまま、運用で調整する性格が強い。 

中国は希土類供給網で大きな地位を占める。U.S. Geological Survey [2025]によれば、2024年の

世界希土類採掘量は 39 万トン（REO 換算8）であり、このうち中国は 27 万トン、約７割を占めた。

さらに、International Energy Agency [2026]によれば、中国は採掘だけでなく、精製、合金化、

磁石製造を含む全体でも大きな地位を持ち、2024年には磁石用希土類の精製生産の 91％、焼結永久

磁石9生産の 94％を占めた。したがって、希土類は米中交渉における中国側の重要な交渉材料であり

続けるであろう。 

また、今回の首脳会談に向けては、ホットラインの設置など AI分野における「ガードレール」構

築に向けた公式協議が正式な議題として検討されているとウォール・ストリート・ジャーナルが報

じている。Wei [2026]によれば、AI開発競争がデジタル時代の軍拡競争や不測の事態に発展するこ

 
8 希土類を、酸化物として数え直した重量表示。希土類元素そのものの金属重量ではなく、希土類酸化物として見た場合の重量を

意味する。 
9 磁石の材料となる粉末を押し固め、高温で焼いて作る高性能な永久磁石。代表例は焼結ネオジム磁石で、EV モーター、風力発

電機、産業用ロボットなどに使われる。 
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とを防ぐため、米中両政府は危機管理メカニズムの構築を模索しているという。中国側も安全プロ

トコルやガバナンスを巡る対話には前向きな姿勢を示しており、両国間で意見の同調ではなく「戦

略的な安定」を目的とした話し合いがもたれるかどうかが注目されている。 

4．注目論点 

以上を踏まえると、５月の北京会談をめぐる注目点は３つに整理できる。 

第一に、貿易と技術が包括的な「ディール（取引）」ではなく、個別取引を通じた「管理」の論理

で扱われるかである。米国の関税圧力は、最高裁判決により IEEPA を根拠とする包括的な追加関税

について法的制約を受けたが、別の根拠に基づく対中関税までが消滅したわけではない。釜山合意

後も米中双方には高水準の関税や輸出管理措置が残っており、論点は、関税にせよ輸出管理にせよ、

既存の措置の対象範囲の調整、新規発動リスクをどう扱うかなどが焦点となる。 

第二に、イラン情勢が通商交渉にどの程度影響するかである。中国は制裁関連原油に一定程度依

存しており、ホルムズ海峡の実質的閉鎖・通航制約は、エネルギー調達先分散の必要性を高めてい

る。米国産原油・天然ガスを含むエネルギーの購入拡大は、米国にとって通商上の成果となり、中国

にとっても調達先分散の選択肢となり得る。ただし、中国は大規模な原油在庫を持ち、短期的な供

給途絶には一定の耐性がある。希土類、半導体、関税、台湾をめぐる対立は残るため、エネルギー

は、限定的な取引材料として位置づけられる可能性がある。 

第三に、会談の成果がどこまで限定的なものにとどまるかである。トランプ政権は農産品・エネ

ルギーの対中輸出拡大を通商上の成果として示したい一方、習政権にとっても、米大統領訪中は米

中関係の安定を内外に示し、2026年後半の対米関係の基調を左右するものとなる。もっとも、関税、

技術規制、台湾問題を含む戦略・安全保障上の対立を根本から見直す余地は限られる。北京会談の

成果は、包括的な妥結ではなく、既存の休戦状態を延長し、対立の上限を管理する性格を帯びる可

能性が高い。 

具体的な成果物として可能性が注目されるのは、農産品・エネルギーの対中輸出拡大、ボーイン

グ機購入拡大、希土類供給の安定化、技術輸出規制の一部運用調整、経済・貿易管理メカニズムの

設計である。報じられているように、AIに関するガードレールが協議されれば、技術競争管理のた

めの枠組みができる点で一定の意義を持つだろう。関税面で焦点になるのは、釜山合意後も残る高

関税の水準、凍結措置の延長、品目別除外の扱いである。中国側は、半導体・AI 分野の技術規制や

中国企業に対する各種制裁リスト指定、中国企業の対米直接投資制限などの緩和も求めるとみられ

る10。安全保障面では台湾問題が依然として最大の不安定要因であり、軍事用途に直結する先端半

導体規制の大幅な緩和は想定しにくい。 

交渉を通じて一定の歩み寄りも期待されるが、安全保障をはじめ合意形成が困難な課題も多いと

みられる。そのため、北京会談は米中対立を解消する転換点というより、既存の対立を制度的・期

限付きに管理する試みとして位置づけられる。成果が出ても、それは包括的な和解ではなく、関

税、技術規制、資源供給、エネルギー購入をめぐる限定的な休戦延長にとどまる公算が大きい。 

以  上 

 
10 もっとも、米議会には中国企業の対米投資に対する警戒感が根強く、とくに自動車、EV、電池などの分野では、中国企業の米

国市場参入や北米生産拠点化を制限すべきだとの主張が強い。 
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